
１　県の基本的な取組

２　平成26年度実施状況

県内全19市町村で実施されました。

（２）協定数

①協定の数の増減

協定の増加・減少はありませんでした。

②協定数の異動内訳

協定の増加・減少はありませんでした。
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平成26年度の中山間地域等直接支払制度の取組状況について

（単位：協定数）

摘　　　　　要

　平成12年度に始まった中山間地域等直接支払交付金制度は、平成22年度から
高齢農家も安心して取り組める制度に見直しされ、「第３期対策」として始ま
りました。
　また、第３期対策の２年目である23年度から、知事特認基準を設け、隠岐地
域の平坦農用地についても生産コスト差に応じて交付金の対象としています。
　26年度には、次の取組を行いました。
  ①集落連携に向けた体制整備：農地保全活動支援員等の推進
　②制度の適正な実施：抽出検査の実施等

（１）市町村数
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（３）交付対象面積等

①交付対象面積

制度に取り組む面積は、17ヘクタール増えています。

また、交付面積の262ヘクタールは、隠岐の特認基準に係るものです。

②地目・基準別内訳

協定農用地の多くが（９４％）田での協定となっています。

（単位：ha）

③協定締結率

（４）交付金額

交付金額は、1.6百万円増加しています。

集落協定で1.4百万円増加し、個別協定で0.2百万円増加しました。
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（５）協定の取組内容

①単価の区分

[協定数]

[協定数増減の内訳] （単位：協定数）

[面積]

②体制整備単価の取組内容（集落協定）

※　Ａ要件、Ｂ要件、Ｃ要件に重複して取り組んでいる協定もある
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⑤農業生産条件の強化
Ａ要件

64 6%

4 1%

⑨担い手への農地集積 26 3%

⑥新規就農者の確保

⑧多様な担い手の確保
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②加算の状況

※　複数の加算措置に取り組んでいる協定もある

※　集落連携促進加算は、平成25年度に措置
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⑧集落連携促進加算

②体制整備単価

適正な農業生産活動等に加え、機械・農作業の共同化等の体制整備に取り組
む場合の単価（通常単価）。

①基礎単価

　適正な農業生産活動等に取り組む場合の単価（体制整備単価の８割）。

【用語について】

　集落協定のみが対象となる。

⑤土地利用調整加算

担い手に対し、新たに協定面積の一定割合以上において利用権等を設定する
場合の加算。

③加算措置

　より積極的な取組を行う場合において、別途加算される措置。

⑥小規模・高齢化集落支援加算

④規模拡大加算

　担い手が新たに利用権等を設定した農用地を５年以上耕作する場合の加算。

　制度に取り組んでいる集落が、未実施集落と連携し、地域活性化を担う人材
確保等の取り組みを行う場合の加算

近隣集落が、小規模・高齢化集落の対象農用地を含めて協定を締結した場合
の加算。

⑦法人設立加算

新たに特定農業法人又は協定農用地面積の一定割合以上を対象とした農業生
産法人を設立する場合の加算。




